
「第３次札幌市犯罪のない安全で安心なまちづくり等基本計画」パブリックコメント実施結果 概要 
 
 

１ 市民意見の内訳 
 ⑴ 意見提出者数・件数 

10 人（団体含む。）・54 件 
⑵ 意見内容別内訳  

分 類 件数 

計画（素案）の全般に関すること １ 

第１章 計画の策定に当たって ５ 

第２章 現状とこれまでの振り返り ０ 

第３章 計画の構成 ４３ 

 

基本方針１ 自らの安全を確保するため、市民一人ひとりの
防犯に対する関心を高める 5 

基本方針２ みんなの暮らしを守るため、お互いに協力し支
え合うまちをつくる 4 

基本方針３ 犯罪が起きにくいまちをつくるため、環境の安
全性を高める 7 

基本方針４ 犯罪被害者等が再び平穏な生活を営むことが
できるよう支援する 27 

第４章 計画の推進 ０ 

計画（素案）に関すること以外のその他の意見 ５ 

合   計 ５４ 

２ 計画（素案）の変更点 

修正箇所 計画（素案）全般 

修 正 前 年号の表記が「元号」のみとなっている。 

修 正 後 年号の表記を元号のほか「西暦」も併記する。 

意見概要 この計画は元号表記なので、経過や数値資料比較も非常に分
かりづらい。今後、市の文書は「西暦」を併記してもらいたい。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

札幌市の考え方 

本計画は、「犯罪を誘発する機会」を減らすことが犯罪の防止に効果
的であるとの考えのもと、市民の防犯意識の向上や防犯活動の促進を
図る取組を総合的に実施していくためのものである。 

一方、犯罪をした人の境遇などを改善することで犯罪を防止する取
組も必要不可欠であることから、再犯防止の観点から別途検討する。 

平成 16 年（2004 年）に犯罪被害者等基本法が制定され、地方公共
団体の責務などが定められた。札幌市では、安全・安心条例において、
「犯罪被害者等基本法に基づき、必要な支援を行う。」ということを改
めて明らかにしている。 

こうした中、本計画では、同法や同条例に基づき、犯罪被害者等の
経済的な負担の軽減や精神的な被害の回復に向けた支援を実施する
こととしており、令和２年度（2020 年度）から予算措置している。 

３ 主な意見の概要とそれに対する札幌市の考え方 

意 見 の 概 要 

○「加害者にならないための教育」を新施策として加えるべき。 
 
○犯罪防止には、生活困窮時の相談窓口の設置が有益ではないか。 

（その他の同趣旨の意見２件） 

○特殊詐欺は、様々な事業者が、その事業活動の中で防止に取り組
む必要がある。 
 

○特殊詐欺のターゲットになる原因などを調査し発表する必要があ
る。 

様々な提供手段を用いて情報提供し、特殊詐欺等に関する注意喚起
をしていく。 

また、引き続き、事業者などにも防犯に関する情報を提供し、高齢
者に声かけをお願いする取組などを促進する。 

○ながら防犯は、活動内容や効果が不明である。市民監視につなが
り、憲法（人権侵害）に抵触するおそれがある。 

ながら防犯は、ランニング、買い物などの日常活動の際に、防犯の
視点を併せ持って見守りを行うものであり、市民にはプライバシーの
配慮も含め、正しい趣旨や目的が理解されるよう普及啓発を行う。 

○札幌市の防犯カメラ設置補助事業は、維持管理費やデータ管理な
ど、その責任を町内会に押し付けている。 

（類似意見１件） 

本事業は、地域で行われる防犯活動への支援の一環として実施して
おり、あくまで設置を希望する町内会に対し、これに係る費用の補助
を行っているものである。 

○犯罪被害者の支援に特化した条例を制定する必要がある。 
（類似意見４件） 

○「犯罪被害者等支援」に係る基本方針を新設し、「経済的支援」
と「精神的被害回復に向けた支援」を新たに位置づけたことは、
大変心強い。 

（類似意見３件） 

札幌市では、犯罪被害者等基本法に基づき、犯罪被害者等の権利利
益の保護が図られる社会の実現を目指す。 

こうした中、本計画では、犯罪被害者等の経済的な負担の軽減や精
神的な被害の回復に向けた支援を実施することとしており、令和２年
度（2020 年度）から予算措置している。 

※ 各項目において、多く寄せられた意見を抽出 

計画書 P68 意見№４、６ 

計画書 P70 意見№10、11 

計画書 P71 意見№12 

計画書 P73 意見№17 

計画書 P75 意見№23 

計画書 P77 意見№30 

資料２－２ 


